






























































































































2019年に法改正が行われ，家庭教育予算が 5割増加した。たとえば 2019年度予算は，1億 9997万







































































































































































  ヒアリング調査の日時，訪問先，対応者については，以下の通りである。①教育部終身教育局：2019年 12
月 27日 14：00～16：00，顔寶月副局長。②新北市家庭教育センター：2019年 12月 26日（9：30～17：00），












  https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?pcode=H0080050（最終閲覧日，2021年 1月 12日）
（ 6） 黄富順氏インタビュー，台北市にて。2019年 12月 28日。





（11） 基金会 2018年度事業報告書によれば，講習には，23校で 10671人次。幸福講座 6回，689人が参加，台北
市で 3小学校，新北市で 17小学校。ボランティアは，合計 23小学校で，男 6人，女 418人，合計 424人。また，
朝自習の時間での読み聞かせは，2018年前半年で，1万 7552次数，補習は 4873次数。
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シャルワーク関連の専門職である職員を雇用しなければならない。中華民国 108年 4月 23日に改
正された本法の条文の施行日から 3年以内に，各家庭教育センターが雇用する専門職の数は，職員
















修を受けなければならない。第 1項第 2号及び第 3号の機関・学校で家庭教育を実施・推進してい
る職員は，毎年 4時間以上の家庭教育関連の専門的な研修を受講しなければならない。第 1項 4号
及び 5号の機関・組織は，家庭教育の実施・推進に従事する職員に対し，毎年定期的に家庭教育関
連の専門的な研修を実施することを積極的に奨励しなければならない。
第十条
家庭教育を実施・推進する機関，機構，学校，法人，団体は，家庭教育の実施・推進を支援するボ
ランティアスタッフを募集し，養成することができる。
第十一条
各レベルの所管庁は，家庭教育を実施・推進する機関，機構，学校，法人，団体の職員及びボラン
ティアのスタッフに，充実した学習プログラムまたは研修を提供しなければならない。前項のプロ
グラム及び研修の計画は，各レベルの所管庁が毎年決定する。市町村，郡及び市の所管が作成した
計画は，中央の所管に提出して承認を得なければならない。
第十二条
家庭教育の実施・推進は，多様性に富み，柔軟でかつ生涯学習に即したものであるという原則に則
り，対象者及び実情に応じて，講義，討論会，通信教育，個別相談，自主学習，アウトリーチサー
ビス，成長集団への参加その他の適切な方法により実施し，また，マスメディア，インターネット，
携帯通信端末その他の情報技術を統合して実施・推進することができる。各レベルの所管は，医療
機関，小学校，戸籍機関等に家庭教育関連の情報資料を提供し，それぞれの責任において，新生児
の保護者，保護者または実費負担者，小学校の新入生の登録，婚姻の登録，離婚の登録，出生の登
録等を行う者に提供するものとする。
第十三条
高等学校以下の学校は，各学年において，正規のカリキュラム以外に，4 時間以上の家庭教育プロ
グラムや活動を提供しなければならない。また，保護者会と連携して，生徒とその父母，保護者，
または実際に生徒を養育する者を対象とした子育て教育を実施しなければならない。各レベルの所
管庁は，教員養成プログラムを提供している大学，放送大学，その他の高等専門学校や研究機関に
対し，必修科目として，または一般教養科目として家庭教育関連科目を開設するよう積極的に働き
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かけるものとする。
第十四条
中央の所管庁は，実際のニーズに基づいて，家庭教育サービス及びそれに関連する措置を受けるた
めの優先的なアクセスを与える対象グループを指定し，その措置を実施し，促進することができる。
必要がある場合には，直轄市，県（市）レベルの所管庁，または家庭教育の実施及び推進に従事す
る機関，機構，学校，法人及び団体にその処理を委託することができる。前項の優先すべき対象集
団及び前項の措置の実施方法は，中央の所管庁が定める。
第十五条
高等学校以下の学校では，生徒が重大な規則違反事件に関与した場合には，速やかに父母・保護者
等に通知しなければならない。また，学校は，家庭教育上の助言やカウンセリングを行うものとす
る。これらのサービスの内容，時間数，保護者の参加，家庭訪問，その他サービスに関する事項に
ついては，所管庁が規定する。所管庁は，父母，保護者または実際に生徒を養育する者が家庭教育
に関する助言または相談事業に出席する旨を通知された後，書面により 3回以上通知を受けても出
席しない場合には，家庭教育の実施・推進機関，機構，学校，法人及び団体に家庭訪問を委託する
ことができる。
所管庁が所管する機関，機構，学校，法人またはその委託を受けた機関が家庭訪問を行う場合には，
父母，保護者または実際に生徒を養育する者，教員その他の関係者が協力し，関連する情報を提供
しなければならない。また，必要がある場合には，所管庁は，他の関係機関，機構，学校，法人，
団体に協力を求めることができ，これを受けた機関，機構，学校，法人，団体は，事案の処理に協
力しなければならない。
前項の委託を受けて家庭訪問を行う機関，機構，学校，法人，団体及び家庭訪問を行う職員は，そ
の職務上知り得た事件に関する機密情報及び私的事項，並びにこれに関連して作成し保有する文書
については，その秘密を完全に保持しなければならず，正当な理由がない限り，その内容及び文書
を開示し，または公表してはならない。
第十六条
社会福祉所管庁は，その職務を遂行する中で，家庭教育の必要性があると判断した場合には，家庭
教育の実施及び推進に従事する機関，機構，学校，法人，団体に，家庭教育プログラム，相談，カ
ウンセリング等の適切なサービスを提供するために，当該事項を照会することができる。
第十七条
中央の所管庁は，関係機関や学校に，家庭教育プログラム，教材，サービスプログラムなどの幅広
い分野の研究開発を委託することができる。
第十八条
各レベルの所管庁は，家庭教育費のために資金を調達し，教育予算の中で，家庭教育の積極的な実
施と推進のために特別な資金を配分すべきである。
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第十九条
各レベルの所管庁は，家庭教育を実施・推進する機関，機構，学校，法人，団体が家庭教育に取り
組むことを奨励するための奨励金及び補助金を設けなければならない。このような奨励金及び補助
金を規定する規則は，各レベルの所管庁が定めるものとする。
第二十条
この法律の施行規則は，中央の所管庁が定める。
第二十一条
この法律は，公布の日から施行する。
（訳・新保敦子）
出典　教育部主管法規共用系統
https://edu.law.moe.gov.tw/LawContent.aspx?media=print&id=FL023113&KeyWord=家庭教育法（最
終閲覧日，2021年 1月 12日）
